
議員発案第 ３ 号 

 

森林・林業の活性化施策を求める意見書の提出について 

 

 地方自治法第９９条の規定により、国会及び関係行政庁に対し、別紙「森林・林業の活性

化施策を求める意見書」を提出するものとする。 

 

 

   平成２３年 ３ 月２３日 提出 

 

 

          提 出 者  三条市議会議員   小 林  誠 

 

賛 成 者  三条市議会議員   野 崎 正 志 

 

            同    三条市議会議員   久 住 久 俊 

 

            同    三条市議会議員   島 田 伸 子 

 

            同    三条市議会議員   杉 井  旬 

 

            同    三条市議会議員   西 川 重 則 

 



森林・林業の活性化施策を求める意見書 

 

 地球温暖化が深刻な環境問題となる中で、二酸化炭素を吸収、固定する森林、木材に対す

る関心や期待は、かつてなく高まっている。京都議定書で日本が約束した森林吸収源による

二酸化炭素排出量の3.8％(1,300万炭素トン)削減目標を達成するためにも、天然生林や種の

多様性をいかした適切な除間伐により里山を活性化し、空気や水などの環境保全、再生可能

な森林づくりと木材生産の増加が求められている。 

 しかし、2008年のリーマンショックを端緒とする世界的な経済不況によって、日本経済は

かつてない深刻なデフレと長期不況から脱せられないでいる。もともと経営基盤の脆弱な森

林・林業を取り巻く環境は、かつてない危機的な状況となっている。 

 このような厳しい状況の中、森林整備を促進し、森林が持つ多面的な機能を維持する森林

管理、木材生産など森林経営の安定と山村の活性化を図っていくためには、森林・林業再生

プランに基づいて50年先を見た国有林や民有林の長期展望をつくり、施業の集約化や森林路

網の整備などで利用間伐を進めつつ、国産材の振興により林業・木材産業及び山村・中山間

地域経済を活性化するとともに、公的森林整備体制を確立することが緊要である。 

 よって、国会並びに政府におかれては、このような現状を踏まえ、次の事項について措置

されるよう強く要望する。 

記 

１ 環境貢献に着目した住宅・土木用資材及び建築物への国産材利用の推進、木材関連エコ

ポイント制度の拡充、公共建築物木材利用促進法に基づく木材の利用拡大、さらに再生可

能エネルギーの全量買取り制度の実現などによる木質バイオマス利用促進対策の充実を図

ること。 

２ 間伐等森林整備の促進、持続可能な森林経営の確立に向け、路網整備など経営基盤の整

備、担い手の育成確保対策の強化を図り、林業を再生するとともに、所有者の負担軽減の

ため森林整備に要する経費の助成を充実すること。 

３ 水源林造成を計画的に推進するための実行体制の整備、施業放棄地等民間による森林整

備が困難な地域における国の関与の下での森林整備を確保すること。また、国民共有の財

産である国有林について、公益的機能の一層の発揮を図るとともに、我が国の森林・林業

政策の推進に貢献するため、国による一体的かつ安定的な管理運営体制の確立を図ること。 



４ 関税撤廃を原則としている環太平洋戦略的経済連携協定(ＴＰＰ)参加については慎重な

対応をとること。また、国土の保全及び我が国の安全保障の観点から、外国資本などによ

る森林、土地の売買の規制や適切な管理体制を構築するための法整備などの対策を強化す

ること。 

５ 森林整備法人(都道府県林業公社等)の円滑な森林整備を推進するための地方財政及び金

融措置を含む支援策を強化すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２３年３月２３日 

 

三条市議会議長 下 村 喜 作 

 

〔提 出 先〕 

   衆議院議長  参議院議長 

   内閣総理大臣  総 務 大 臣  財 務 大 臣  農林水産大臣  環 境 大 臣 


